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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文は、大規模な公共投資が地域経済に与える影響に関する3 本の実証研究により構成される。論
文は全4 章からなり、１章は、大規模な公共投資が地域に与える影響についての背景を記述する。2 章
は最寄りの都市へのアクセスの改善が、地域の貧困率を減少させること示す。3 章は、治水ダムの建設
に伴う洪水リスクの減少が、地域の産業立地に与える影響を論述する。4 章は、ダム開発が河川を流れ
る栄養素の量を減少させることを通じて、下流の一次産業の生産性を低下させることを示す。 
2 章では、最寄りの都市へのアクセスの改善が、地域の貧困率に与える影響を分析する。経済活動は都 
市に強く集積しており、都市から離れた地域ほど、経済集積から受ける波及効果が小さくなることが知
られている。Rosenthal and Strange (2003, 2006）は、アメリカの6 つの産業に注目し、うち5 つの産
業で、集積からの距離の増大に伴い労働需要が急激に減少することを示した。 
このことから、地域の経済活動の活発さは大都市からの距離にともない減衰する可能性がある。貧困に 
ついて、Partridge and Rickman (2008)はアメリカの郡 (county)レベルのデータを用い、最寄りの大都
市からの直線距離が大きな地域ほど、貧困率が高くなる傾向があることを示した。Partridge らはこの
結果を、都市からの距離の増大に伴い、地域の労働需要と賃金率が減少することによると考察している。 
我々は、日本の自治体レベルのデータを用いて、最寄りの大都市へのアクセスが地域の貧困率に与える 
影響を分析する。全国レベルのクロスセクション分析の結果、都市からの時間距離が大きくなるほど地
域の貧困率が上昇することが示された。 
加えて、我々は2005 年に開通した通勤電車であるつくばエクスプレス (TX)に注目し、最寄りの大都市 
へのアクセスの変化が地域の貧困率に与える影響を推定するパネル分析を行った。パネル分析の結果、
地域の固定効果を制御しても、都市へのアクセスの改善は地域の貧困率を有意に低下させることがわか
った。また、このTX 開通に伴う貧困率減少の効果は、TX の近くに立地する自治体に限られていた。こ
のことは、都市へのアクセスの改善が経済集積の正の波及効果の範囲を広げ、地域の貧困率を減少させ
るという我々の仮説と整合的である。 
関連する研究としてPartridge and Rickman (2008)は最寄りの大都市からの直線距離が大きくなるほど
地域の貧困率が上昇することを示したが、彼らの分析には二つの問題点がある。一つ目は、Partridge ら
は地域間のアクセスの変数として直線距離を用いており、正確な地域間のアクセスを観測できていない
点である。我々はこの問題点を解決するために、地域間のアクセスの変数としてより正確な時間距離を
用いた。 
我々の分析の結果、都市への時間距離の増加は地域の貧困率を上昇させるが、都市への直線距離は地域
の貧困率に有意に影響しないことが示された。二つ目の問題点として、Partridge らの分析はクロスセ
クション分析にとどまっており、観測のできない地域の異質性を制御できておらず、推定結果にバイア
スを含んでいる可能性がある。この問題に対処するため、我々は大都市へのアクセスの変化が地域の貧
困率に与える影響を推定するパネル分析を行った。分析の結果、時間を通じて変化しない地域の特性を
制御してもなお、都市へのアクセスの改善は地域の貧困率を有意に低下させることを示した。 
我々の分析は、都市へのアクセスの改善が、経済集積の波及効果の範囲を拡大し、周辺地域の貧困を減 
少させることを示した。都市へのアクセスを改善する公共投資は、地域の経済活動を活発にし、貧困を
削減すると考えられる。 
3 章は、治水ダム建設にともなう洪水リスクの低下が、下流の産業立地に与える影響を論述する。災害 
リスクは企業の投資へのインセンティブを低下させることが知られている。Gourio (2012)はリアルビジ
ネスサイクルモデルを用いて自然災害が地域の経済活動に与える影響を分析し、大きな災害リスクは企
業の投資の量を減少させることを示した。また、災害リスクが企業の有する資本構成に与える影響につ
いて、Skidmore and Toya (2002)は、自然災害のリスクは有形資本の期待リターンを低下させ、企業の
有形資本への投資を妨げると述べた。以上の議論から、地域の災害リスクを低下させる公共事業は、対
象となった地域の投資や企業立地に影響する可能性がある。洪水リスクが産業に与える影響として、
Leiter ら (2009)は1950 年から2007 年の間にヨーロッパで起きた洪水に注目し、洪水被害を受けた地
域において、企業の有形資本への投資が抑制されることを示した。 
しかし、Leiter らは発生した洪水の影響にのみ注目しており、公共事業による洪水リスク低下の影響に
は注目していない。 
治水ダムによる洪水リスクの減少が地域の経済活動に与える影響を分析した先行研究として、1920 年か 
ら1930 年代のアメリカに注目したBoustan らの貢献 (2012)がある。Boustan らは洪水と台風の被害を
受けた複数の地域を比較し、治水ダムの建設が予定されている地域により多くの人口流入があったこと
から、洪水リスクの低下が地域の人口を上昇させることを示した。しかし、彼らは治水ダム建設に伴う
人口移動にのみ注目しており、洪水リスクの低下が地域の産業の立地に与える影響については言及して
いない。 
我々は、治水ダムが洪水リスクを低下させることを通じて、下流の産業立地に与える影響を分析する。 
事例として、1965 年から2000 年の滋賀県の50 の自治体と、この期間に建設された4 つの治水ダムに注
目してイベントスタディを行い、洪水リスクの低下が地域の産業立地に影響したかどうかを検証した。
分析の結果、治水ダムの建設以後、下流の地域で製造業の工場数が有意に増加していたことがわかった。
また、この効果は生産により多くの有形資本を必要とする基礎素材型産業で大きかった。この結果は、
経営主体が地域の洪水リスクを考慮して立地を決定しており、災害リスクを減少させる公共事業が、地
域の産業集積を促進する効果を持つことを示唆する。 
また、我々は治水ダムの建設が下流の製造業の有形資本への投資量と、労働者の数に与えた影響を分析 
した。分析の結果、洪水リスクが低下した地域において、製造業による有形資本への投資量が増加して
いたが、労働者の数は増加していなかった。この原因として、有形資本は労働者よりもモビリティが低
く、災害リスクから受ける影響が大きいことがあげられる。 
さらに、我々は洪水リスクの低下が地域の商業の立地に与えた影響を推定した。分析の結果、治水ダム 
の建設は下流の商店の数を増加させるが、その効果が現れるには製造業の工場数が増加してから約10 年
の期間を必要とすることがわかった。このことは、商業は製造業に比べて有形資本に強く依存していな
いため、洪水リスクの低下に敏感に反応しないことを示している。我々は、治水ダムの下流における商
店の増加は、製造業の集積の拡大にともなう材料や備品への需要の増加によるものであると考える。 
以上の分析から、治水ダムの建設は下流の産業立地を促進することが示唆された。地域の災害リスクを 
減少させる公共政策は、産業集積を進め、地域の産業を活性化させると考えられる。 
４章は、ダム建設が河川を流れる栄養素 (窒素・リン)の量を低下させることを通じて、下流の一次産業 
に与える影響を分析する。一次産業は、生産にあたって窒素やリンといった栄養素を必要とする。2015
年の農業経営統計調査によると、肥料の投入コストは米の生産においては物財費の約11.7％、馬鈴薯の
生産においては物財費の約21.9％を占めており、農業生産における大きなコストとなっている。 
一次産業の生産は、用いる水中に含まれる栄養素の量から影響を受ける。AŞIR and Pulatsue (2008)は
トルコのケシコプルダム湖における漁業に注目し、水中の窒素量が高い地点ほど生産高が大きくなるこ
とを示した。 
ダム建設は、ダム湖の湖底に栄養素を沈殿させることを通じて、開発の対象となった河川を流れる栄養 
素の量を低下させることが知られている。Powersら (2016)は三種類の大型ダムの建設に注目し、ダム湖
にリンが堆積することで、ダム開発以後長期間にわたって河川を流れるリンの量が低下することを示し
た。また、窒素に関しても、ダム湖湖底には有機態窒素が堆積することが知られている。 
以上から、ダム建設に伴い生じるダム湖は、開発の対象となった河川を流れる栄養素の量を低下させ、 
下流の一次産業の生産性に影響する可能性がある。我々は、近畿地方における大規模な水資源開発であ
る琵琶湖総合開発に注目し、ダム建設が下流の一次産業の生産性と集積に与えた影響を分析した。 
分析の結果、琵琶湖総合開発の開始以後、下流で農業の生産性が低下したことがわかった。また、琵琶 
湖総合開発の開始後、下流の地域で農業生産額は有意に低下していたが、農家数は有意に変化していな
いことが示された。この結果は、ダム建設に伴う水中の栄養素量の低下が、下流の農業の生産に負の影
響を及ぼすという我々の仮説と整合的である。また、我々の分析は、琵琶湖総合開発の開始以後、下流
の内水面漁家数が有意に減少していたことを示した。 
また、我々は1995年から2005年の間に建設された16のダムに注目してイベントスタディを行い、ダムが 
建設された河川において、水中の窒素とリンの量が有意に低下したことを示した。この結果は、ダム建
設が実際に、河川を流れる栄養素の量を低下させることを示唆しており、我々の仮説と整合的である。 
我々の分析は、大規模なダム開発が河川を流れる栄養素の量を低下させ、下流の一次産業の生産性を低 
下させることを示した。ダム開発が下流の農業に及ぼす負の影響はこれまでほとんど議論されておらず、 
ダム開発をおこなった政府は、開発によって負の影響を受けた下流産業への補償の必要性を議論する必
要がある。 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
この博士論文は、日本を対象に、大規模な公共投資が地域経済に与える影響を明らかにすることを目
的としており、本論文の中心的な部分は、第二章から第四章となっている。第二章では、近隣の中心的
な都市へのアクセスの改善が、地域の貧困率を減少させることを明らかにし、第三章では、治水ダムの
建設に伴う洪水リスクの減少が、地域の産業立地に与える影響を明らかにし、第四章では、ダム開発が
河川に含まれる栄養分の減少を通じて、下流の農業生産性に与える影響を明らかにしている。  
各章別に具体的に得られた知見を見てみると、第一章は序章であり、大規模な公共投資が地域に与える
影響について、その背景について記述している。  
第二章は、日本の自治体レベルのデータを用いて、Difference in Difference (DID)の手法を用いて、
中心都市からの距離が貧困率に与える影響を分析している（日本全国のクロスセクション分析とつくば
周辺の自治体のパネルデータを用いたパネル分析）。分析の結果、クロスセクション分析及びパネル分
析の両方において、中心都市からの距離が長くなるほど貧困率が上昇し、交通インフラの改善などによ
る都市へのアクセスの改善が地域の貧困率の低下に貢献することを明らかにした。この分野における先
行研究はこれまでもあったが、それらは、①物理的な直線距離を用いており、時間距離など実際の距離
を反映しない変数を用いている、②クロスセクション分析であるために、地域の異質性が考慮されてい
ないなどの問題があった。本研究は、①実際の時間距離を変数として用い、②特に、新たな鉄道線の開
通によって生じる時間距離が時間を通じて変化する特徴を用いて、パネル分析を行い、地域の異質性を
考慮してバイアスの少ない分析を試みている点において、先行研究を改善し、重要な結論を導いている。  
第三章は、滋賀県の50の自治体のパネルデータ（1965～2000年）を利用し、イベントスタディの手法を
用いて、分析対象期間に建設された4つの治水ダムを対象に、治水ダム建設による洪水リスクの低下が地
域の産業立地に与えた影響を分析している。分析の結果、治水ダム建設による洪水リスクの低下は、①
製造業においては、当該地域への工場立地を促進する、②商業においても同様に、商店の立地を促進す
るが、その効果の発現は製造業より10年程度期間が遅れ、業種によって集積に及ぼす影響に違いがある
ことを明らかにした。洪水リスクが地域経済に及ぼす影響に関する先行研究はいくつかあるが、それら
は、実際の洪水被害が企業の有形資本投資に及ぼす影響や、治水ダムの建設が地域の人口に及ぼす影響
を分析するものであり、治水ダムそのものが企業や工場の集積にどのような影響を与えたかについて明
らかにする研究が行われていない。本研究は、これまで先行研究が扱ってこなかった分野を対象に、新
たな学術的な知見を加えるものであり、博士論文にふさわしい十分な学術的価値を生み出している。 
第四章は、第三章で扱った事例を対象に、治水ダムの建設が下流の農業生産性に及ぼす影響を分析して
いる。第三章で扱ったように、治水ダムの建設は洪水リスクを低減させるという外部経済を生み出す一
方で、河川を流れる窒素・リンといった農業生産に必要な栄養分を減らし、農業生産性を低下させると
いう外部不経済を生み出す可能性がある。環境科学の分野では、先行研究は、治水ダムの建設が河川に
おける窒素やリン含有量を減らすことを明らかにしているが、その結果、農業の生産性にどのような影
響を与えるかを分析した先行研究は見られない。本論文は、これまで先行研究で明らかにされてこなか
った点を分析対象にしている点で、学術的な価値が高いと考えられる。、滋賀県におけるダム建設が農
業部門に与える影響を分析し、滋賀県の50自治体のパネルデータを使い、DID及びPropensity Score 
Matchingの手法を用いて分析した結果、ダム建設は、下流地域の農家数には有意に影響を与えなかった
が、農業生産額を有意に低下させることを明らかにした。  
なお、第三章と第四章で扱った治水ダム事業については、事業実施が社会的に望ましいかどうかを評価
するために、それがもたらす相反する二つの側面（外部経済効果と外部不経済効果の両方）を明らかに
し、総合的な評価を導く上で重要な知見を生み出しているという点で、高く評価できる。  
第五章は、これまでの各章の分析結果を要約し、将来に向けた研究の課題について議論している。  
以上の研究は、いずれも社会的意義の高いテーマを対象に、最新の分析手法も用いて、分析したもので
あり、得られた知見は、学術的な意義が高いだけでなく、行政にも重要な知見を提供できる質の高いも
のであり、高く評価できる。なお、この第二章から第四章は、いずれも国際的な学術誌に投稿準備をし
ており、国際誌に掲載されるのに十分な高いレベルにある論文である。  
以上から、本論文は博士（経済学）の学位論文として合格であるとする。 
